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両ブックへの声① 👏

大学や研修会で導入・基礎編として

両ブックをテキストとすることがある。

○両ブックともコンパクトで使える。

○「東京くらし防災」は デザインもかわいい。

〇読みやすい。

〇よく見ると検索等必要な情報にアクセスできる。
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両ブックへの声② 障害者視点の不足 😢

●具体的記述がない。

●健常者対象の本と感じる。

●自分は対象とされていないと疎外感がある。

●具体的にどこに逃げるのか？結局わからない。

●障害者が避難したときの困難について記述がない。

●障害者が避難所で受け入れられない現実を無視している。

●障害者も様々なのに症状ごとに参考になる記述がない。
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両ブックへの声③ SOGI・LGBTQ視点不足😢

●どのように配慮すべきかの視点がない。

●差別の現状・現実があるのに記述が全くない。

●男女別の配慮（二分的）記述では、性別確認や性別による
区分けが災害時に行われてしまう。

●性的少数者がカミングアウトを強制される事態となる。

●性的少数者への配慮の具体がない限り、

自宅が危険でも自宅に居ざるを得ない。

●避難所の方がかえって危険・ストレス・プレッシャー

●性的少数者がトイレやお風呂など利用できるとは思えない。
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両ブックへの声④ その他 😓

●独居高齢者や障害者は一人で（自助で）は、

逃げられないのに配慮がない。

●ⅮⅤ被害者や子ども虐待被害当事者の存在への言及が

ない。

●認知症を抱える家族の困難（対処）への言及がない。

●自助ができる人を対象にしている本だと理解したので

読んですぐ（必要な情報はないと）戻した。
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両ブックへの声 現在該当箇所（例）

【要配慮者等の記述の少なさ】

（例）『東京くらし防災』１０２頁

「発災直後の行動」の項目

→要配慮者及びその支援者に対する記述がなく、ブックの名宛人でないとの疎外感

（例）『東京くらし防災』１４０頁

「避難所での配慮」の項目

「災害時こそ思いやりと支援を」と題し、「妊産婦、子供、高齢者、外国人、LGBTの方

や障害のある方などのほか、様々な…思いやりと支援を心がけましょう」

→この抽象的記述だけでは意味がなく、「支援」として、どういう具体策があるのかが

知りたい。そうでなければ、避難することによってかえって安全性を害されることがある。
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【Q】盛り込む知見・内容など？

第一に、

両ブック発行後の状況変化（法改正等）を織り込む！

（１）避難の段階

→避難行動要支援者

＊法改正・指針改訂

（２）避難所での生活の段階

→・要配慮者 ・福祉避難所

＊法改正・ガイドライン改訂
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参考

内閣府HP参照
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参考
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【Q】盛り込む知見・内容など？

第二に、

国と都の取組を織り込む！

（１）国（内閣府）の取組分析 （防災×ジェンダー）

※内閣府男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン検討委員会委員

※内閣府防災研修プログラム改訂検討会（座長）

（２）東京都の取組分析 （防災×ジェンダー・要配慮者）

※東京都防災会議委員
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【国の取組】⇒女性の視点を組み込んだガイドライン改定（R２.５）
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【Q】さらに、国として、研修プログラムを提示することとした！
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東京都の新たな横断的取組

【Q】 これまで必ずしも十分でなかった視点

●ジェンダー視点

●要配慮者の視点

⇐分野横断的検討と対策
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15東京都HP参照



【私の視点・私の方針提言①☆】

①☆ 障害者やLGBTQ当事者に対して、

自分たちを名宛人として

必要な情報を届けているブックであると

思ってもらう！

16



【私の視点・私の方針提言②☆】

②☆

㋐要配慮者の概念を拡大して対応策を記述する。

㋑とるべき行動がより具体的にわかる記述とする。
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災害対策基本法第８条２項⑮

（施策における防災上の配慮等）
第八条
２ 国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するた
め、特に次に掲げる事項の実施に努めなければならない。

⑮ 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」と
いう。）に対する防災上必要な措置に関する事項

【Q】特に配慮を要する者？⇒【A】妊産婦、傷病者、内部障害者、難病患者等

⇒⇒【私の提言】
さらに、LGBTQ当事者、DV被害者、被虐待児等も含めて広く解釈する！

参考
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【私の視点・私の方針提言③④☆】

③☆【避難所生活の具体化・視覚化】

避難所生活が日常生活（衣食住）と比し、どの程度制約（我慢）されるのか、
その具体的視覚化がなされることが望ましい。

⇒制約の程度により、避難するか、倒壊しても自宅に留まるか（命の存続係
る比較衡量）を決めざるを得ないとの声への応答が必要

④☆【障害やLGBTQを一纏めにせず、具体的な（類型別）記述を加える】

⇒いわゆる「健常者」、「多数者」とは自助・共助の備えが異なり、特別の
準備・配慮が必要であり、その視点と具体策（情報含む）を提供して欲しい
との声への応答が必要
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【参考（情報提供）】
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【Q】 過去の震災時の教訓をきちんと学ぼう！

東日本大震災大川小津波事件裁判高裁判決（最高裁確
定）

74人の児童と10人の教職員が小学校で命を落とした事例

高裁判決の特徴：災害対応として、
①事前対策の必要性、②組織対応の必要性
（組織的過失）を認めたこと

※映画『生きる』
-大川小学校津波裁判を闘った人たち



【出典・引用・参考文献等】

・内閣府及び東京都公開資料等から引用

・鈴木秀洋 『虐待・ＤⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規）

・鈴木秀洋『自治体職員のための行政救済実務ハンドブック（改訂版）』（第一法規）

・鈴木秀洋『行政法の羅針盤』（成文堂） ほか

鈴木秀洋研究室ホームページ

https://suzukihidehiro.com/
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